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１．はじめに 

 最新の情報通信技術を用いた道路交通情報提供シ

ステムが整備され，全国で VICS による道路交通情報

の提供が開始されている．道路交通情報提供システ

ムの導入便益を評価するには，1)情報利用前/後，ま

たは有/無の経路選択行動実データから推定される需

要関数によって消費者余剰を推計する方法，2)情報

利用需要変動型ネットワーク均衡モデルを用いた便

益計測法などが提案されている． 

本研究では，まず VICS の導入効果に関する意識調

査データを元に，仮想的市場評価法（CVM）を用い

た道路交通情報提供システムの便益推計を試みる． 

一方で，VICS 情報の利用者と非利用者ごとの経路

選択規範を考慮した多種流ネットワークフローを求

めると同時に，道路交通情報の利用率を推定する

VICS 利用需要変動型確率均衡モデル[MUSE/VICS 

-Demand]が構築された．本研究では，このモデルを

実規模の道路ネットワークに適用するために，観測

交通量に最も適合する知覚経路所要時間の分散パラ

メータと同時に，CVM から得られる支払意志額推計

値を用いて VICS 情報利用率モデルのパラメータを

推定する方法を提案し，その結果を用いて，西遠都

市圏における VICS 導入便益の試算を行った結果を

示す． 

 

２．ＶＩＣＳ利用需要変動型多種流確率均衡モデル 

 VICS 導入後（以後，添え字(b)で表す）の VICS 利

用率を，VICS 情報利用/非利用時の経路所要時間の

確実性指標 )(bg
rsS によるロジットモデル 
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で定義した場合，[MUSE/VICS-Demand]モデルは，そ

の解が VICS 利用と経路の選択行動を Nested Logit モ

デルで記述する下記の数理最適化問題で定式化でき

る． 
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ここで， g

g qfx ,, は解ベクトル， rsq は既知の rs-OD

交通量である． gθ は知覚経路所要時間の分散パラメ

ータであり，VICS 情報を利用するドライバー（g=2）
は各経路に対して確実性の高いな実所要時間情報を

入手できることから， +∞→<< 210 θθ によって非利

用ドライバーとは経路選択行動が区別されることに

なる． 

この[MUSE/VICS-Demand]を実道路ネットワーク

に適用し，都市圏全体における道路交通情報システ

ム導入便益を推計するためには， gθ と βα, をあらか

じめ設定しておく必要がある． 

 

３．ＶＩＣＳ導入に対する意識調査とＷＴＰ 

（１）アンケート調査の概要 

 2001 年 10 月に VICS の導入効果に対する意識調査

を行った．調査では，1)個人属性，2)自動車の利用状

況，3）カーナビの購入，利用状況を質問した後，ナ
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ビ上の VICS 情報ディスプレイ画面（レベル２，３）

を提示して VICS の機能と拡張の方向性を解説した．

その後，4）VICS の利用意向と購入の際の支払意思

額を聞いている．質問形式は二段階二項選択方式と

自由回答方式である．サンプルはデジタル電話帳よ

り熊本都市圏内の 1,190 世帯をランダムに抽出し，各

世帯で運転免許を持ち，自動車を利用する機会のあ

る人とした．配布，回収ともに郵送方式を用い，各

世帯に 2 票ずつ配布した．回収数は 312 票，有効回

答数は 280 票であった． 

（２）集計分析結果 

VICS の認知度や購入意志などに対する集計分析

結果を図－１に示す．当初の VICS の認知度は低いも

のの，VICS 機能の説明後はその有用性の評価や将来

の利用可能性に対して高い指示が得られた．また，

購入意思に関しては約半数が価格次第という回答で

あった．別途尋ねた最大支払意思額の平均値，中央

値は 32,894 円，30,000 円である．購入意思と最大支

払意思額の関係は図－２に示すとおりであり，購入

する意識の高い人ほど支払意思額も大きく，分散分

析より VICS の購入意思別の最大支払意思額には統

計的に有意な差（5％検定）があることがわかった． 

 

３．道路交通情報提供システムの価値推計 

（１）ＣＶＭによる価値評価モデル 

 次式に示すように，回答者の効用水準U を観測可

能な部分V とランダムな部分 ε との和で定義する． 

εδ += ),,( QYVU  

δ は提示額に賛成のとき 1 となるダミー変数，Y は

所得水準，Q は道路交通の利便性であり，VICS 情報

の有無によりその水準が変化する環境変数である． 

VICS 利用者は，C 円で購入した VICS-unit からの

VICS 情報を利用することによって，道路交通の利便

性をQ からQ′に変化できるとする．このとき，回答

者がこの提示額C に”Yes”と回答する確率は 

))(Pr()Pr( 10 εε −≥∆= CVYes  

で表される．また， 

),,0(),,1()( QYVQCYVCV −′−=∆  

である．このとき，効用のランダム項がガンベル分

布に従うと仮定すると，提示額C に賛成する確率は 

[ ])(11)Pr( CVeYes ∆−+=  

で表すことができる．効用差 )(CV∆ に対して 

CCV ln)( βα −=∆  

を用いた場合，支払意思額は賛成確率分布の中央値 

)/exp( βα=WTP  

から推計される．また，VICS に対する支払意思額は

目的地までの所要時間 t に依存していると考えられ

ることから，都市圏全体における VICS 導入の便益推

計の際は， )(CV∆ に対して次式を用いた． 

tCCV 10 ln)( ββα +−=∆  

本調査では，VICS-unit の平均的価格である 7 万円

を初期提示額とし，これに”No”の場合は 3 万円ま

で，”Yes”の場合は 9 万円まで，それぞれ 5,000 円刻

みの価格をランダムに提示する二段階二項選択方式，

および自由回答方式によって最大支払意志額を質問

している． 

（２）ＶＩＣＳ情報の価値推計 

WTP の推定結果を示す．推定パラメータはすべて

5％で統計的に有意であり，OD 間の所要時間は支払

意思額に影響を及ぼしている．また，尤度比も高く，

モデルの信頼性は高い．このモデルによってサンプ
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図－１ ＶＩＣＳの購入意志などの分析結果 
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ルごとに支払意思額を求めた後，その平均値，およ

び中央値を計算したところ，支払意思額はそれぞれ

37,122 円，35,817 円となった． 

 

４．知パラメータの推定法 

（１）分散パラメータの推定 

[MUSE/VICS-Demand]モデルを実道路網に適用す

るためには， gθ とα， β をあらかじめ推定しておく

必要がある． gθ のうち， 2θ については+∞ ， 1θ につ

いては VICS が未導入の地域において，Logit 型確率

均衡配分結果が実測交通量と最も適合するような 1θ

値を設定すれば良い． 

1θ を推定するために，Logit 型確率均衡配分をおこ

なった道路ネットワークは，リンク総数 3,638，ノー

ド数 1,299，セントロイド数 186 で構成される西遠都

市圏 PT ネットワークである．リンク交通量が実測さ

れている道路区間数は，国道と県道を合わせて計 50

箇所である．分散パラメータ 1θ の変動に対する相関

係数と RMSE 誤差値の変動を図－１に示す．これら

より， 1θ =0.26 の時に RMSE 誤差は最小で相関係数

は最大となっており，その他の適合性評価指数も良

好な値を示した． 

（２）ＶＩＣＳ利用率モデルの推定 

CVM 調査時のドライバーの VICS-unit に対する事

前の支払い意志額 rsWTP は，VICS 導入後の rs-OD 間

の満足度水準 )(2 b
rsS を想定して回答されているから，

両者には以下のような関係がある． 

いま，ドライバーの rs-OD 間トリップに対するラ

ンダム効用の確定項 rsV の関数形として，  
 

rsrsrs SvV +Ω=  
 
を仮定する．ここで， rsΩ は可処分所得，v はその限

界効用， rsS は前述した rs-OD 間トリップの確実性指

標値である．また， v は既知としている．このとき，

VICS 導入前（以後，添え字(a)で表す）の rs-OD 間ト

リップの間接効用 )(1 a
rsV は下記のようである． 
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一方，VICS 導入後に，VICS-unit を購入して VICS

情報を利用することによって得られる間接効用 )(2 b
rsV

は，VICS-unit の購入に要する費用 rsWTP を可処分所

得から引いた後の所得 rs
a

rs WTP−Ω )( と VICS 情報利用

時の満足度関数値 )(2 b
rsS によって 
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で表される．この rsWTP は VICS 導入前の効用に戻す

ために家計が支払う貨幣の最大額であり， 
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を満足する rsWTP で定義される．これより， 
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なる関係が成立する．この rsWTP は後述する CVM に

よって得ることができる．また，VICS 導入前の )(1 a
rsS

については，観測，あるいは VICS 導入前の Logit 型

確率均衡配分モデルから推計可能である．したがっ

て，[MUSE/VICS-Demand]から得られる )(2 b
rsS と，CVM

調査の際に被験者が想定した VICS 導入時の右辺の

値とが一致するようなα と β  が存在するはずであ

る．このようなαと β を以下の手順で求める． 

Step-1：αと β の初期値 )0(α ， )0(β を設定する．n→0 

Step-2： )(nα ， )( nβ を用いた[MUSE/VICS-Demand]に

より， )(1 b
rsS や )(2 b

rsS ， )|2( rsP を求める． 

Step-3： )}({
)|2(

)|2(1
ln )(1)(1 a

rsrs
b

rs SWTPvS
rsP

rsP
+⋅−+=

−
βα  

を得る．この )|2( rsP と )(1 b
rsS は， )(nα ， )( nβ の下で

の[MUSE/VICS-Demand]ルの解である．また， rsWTP

と )(1 a
rsS は既知であるから，単回帰分析によってα，

β の推定値α~ ， β
~
を推定する． 

Step-4： αεαα ≤− |~| )(n ， βεββ ≤− |
~

| )( n であれば終了す

る．そうでなければ αα ~)( =n ， ββ
~)( =n ，n→n+1

として Step-2 にもどる． 

 

図－１ RMSEと相関係数 
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５．西遠都市圏におけるＶＩＣＳ導入の便益推計 

（１）[MUSE/VICS -Demand]による便益推計 

rsWTP としては，2001 年 10 月に熊本都市圏で実施

した VICS 導入に対する市民意識調査データから推

計した表－１のモデルを用いた．今回はα=0 として

β だけを推定したところ，5 回の繰り返し計算の結

果， β =0.0169 となった． 

 本モデルを用いることにより，day-to-day に VICS

情報を参照することで得られる効用によって構築さ

れる確率効用理論に整合した便益は 
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によって得られる．また，このときの便益は VICS

導入後の均衡交通需要に対応したものとなっている．

本モデルを用いて西遠都市圏における VICS 導入後

の便益を試算した．試算の対象とした西遠都市圏は

人口 78.8 万人，総トリップ数 1,666,002/日である． 

試算の結果，１日あたり約15億円，1年間では3,000

億円という結果が得られた．ただし，時間価値

v =25.54 円/分，1 年間の VICS 利用日数は 200 日/年

としている． 

（２）ＣＶＭによる便益推計 

推定した VICS-unit に対する WTP を用いて西遠都

市圏における VICS 導入の便益推計を行った 

都市圏全体の VICS 導入による便益は 

∑ ⋅′⋅=
rs

rsrsrs tPtPWTqS )()(  

により推定する．ここで， rsq は rsOD ペア間の日交

通量， )( rstPWT ′ は rsOD ペア間の所要時間 rst に依存

した日単位の支払意思額であり， 

∑
=

− =+⋅′
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n
rs

n
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によって推計された )( rstWTP から変換される．ここ

で，i は割引率，N は使用年数，d は年間使用日数で

あり，それぞれ 0.02/年，5 年，200 日を用いた． 

)( tstP は rsOD ペア間の VICS 利用率であり，VICS

の導入効果に対する意識調査で，将来の VICS の利用

意向質問に対して，『非常に思う』，『少し思う』と回

答した回答者を利用者として推定した．推定結果を

表－２に示す．モデルの信頼性は高いとはいえない． 

西遠都市圏における VICS の導入便益は，1 日あたり

4,613 万円，年間では 92 億 2,627 万円となった． 

 

６．おわりに 

 本研究では，VICS の導入効果に対する意識調査デ

ータを用いた CVM より，西遠都市圏における VICS

導入効果の便益試算を行った．さらに，知覚経路所

要時間の分散パラメータと VICS 情報利用率パラメ

ータの推定を行った [MUSE/VICS-Demand]モデルに

よる総便益の試算を行った． 

 

表－１ 支払意思額の推定結果 

説明変数 パラメータ値 t 値 

定数項 2.24 2.93 

提示額 0.77 6.14 

所要時間 0.026 1.91 

ＷＴＰの中央値（円） 37,122 

ＷＴＰの平均値（円） 35,817 

尤度比 0.52 

サンプル数 113 

 

表－２ ＶＩＣＳ利用率モデルの推定結果 

説明変数 パラメータ値 t 値 

閾値 0.39 1.37 

所要時間 0.0031 0.03 

尤度比 0.04 

サンプル数 194 

 


